
P. 0

資料２

2014年1月
原子力発電環境整備機構

0

地質環境の長期安定性への

影響要因と対応方針



P. 1

目次

1. はじめに
2. 閉じ込め機能に必要な地質環境に対する影響要因

2.1 熱環境
2.2 力学場
2.3 水理場
2.4 化学場

3. 物理的隔離機能に必要な地質環境に対する影響要因
4. 著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方



P. 2

１．はじめに

今回のご説明内容
１．閉じ込め機能（移行抑制含む）を維持するために必要となる好ましい地質環境特性（熱環境，力学場，

水理場，化学場）に擾乱を与える地質学的な影響要因
２．人間の生活環境から廃棄体を物理的に隔離する機能を喪失させる地質学的な影響要因
３．抽出した影響要因から特に影響が著しく，サイト選定において回避が必要な事象の特定など，「対応

の考え方」

閉じ込め機能および物理的隔離機
能に擾乱を与える影響要因の考え
方と，これらへの対応の考え方が

適切か？

第3回会合において，安全機能等の観点から，好ましい地質環境特性を有する地域が日本に存在することに
ついておおよその見解の一致を得た。
今後は地質環境に擾乱を与える天然現象（地質環境の長期安定性）について審議していただく。

天然現象

火山・火成活
動

地震・断層活
動

隆起・侵食
気候・海水準

変動

閉
じ
込
め
機
能
の
喪
失

熱環境

力学場

水理場

化学場

物理的隔離
機能の喪失

安全機能の喪失につながる
著しい影響要因を特定
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１．はじめに
空間スケールの考え方

・ 「好ましい地質環境特性」を確保すべき領域：処分場スケール
処分場及びその近傍を対象とした空間
処分場を設置する岩盤が，好ましい地質環境特性を有することを確認する対象
処分場（地下施設）の水平方向の広がり（２～３km 四方）とその周辺の岩盤を含む領域を

目安とする。

・擾乱となる影響要因を考慮する領域：広域スケール
処分場スケールの範囲を含み，さらに広範囲かつ深い領域を対象とした空間
好ましい地質環境特性に影響を与える外的な要因（天然現象など）を抽出する対象

例えば，水理場の検討においては，処分施設を通過する地下水流動の涵養域から流出
域まで含む範囲（数10 km以上）での検討が必要。

地質環境の長期安定性を議論する上で，「好ましい地質環境特性」を確保すべき領域と，その擾
乱となる影響要因を考慮する領域に分類して，前提とする空間スケールの考え方を示す。

•水平方向で数km程度の処分場スケールの領域を，閉じ込め機能に必要な「好ましい
地質環境特性」を確保をする領域とする。

•広域スケールから地質環境特性の擾乱となる影響要因を抽出する。
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１．はじめに
空間スケールの概念図

処分場スケール（赤枠内）において閉じ込め機能に必要な「好ましい地質環境特性」を
確保する対象とする。

水理場

熱環境 力学場

化学場

処分場

～数km
影響要因

（海水準変動など）

影響要因
（断層など）

影響要因
（気候変動など）

影響要因
（地熱，隆起など）

○広域スケール
影響要因を抽出する範囲
（例：涵養域を含む水理境界に含まれる範囲）

〇処分場スケール

好ましい地質環境特性を有す
ることを確認する範囲
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１．はじめに
時間スケールの考え方

○閉鎖後直後の過渡的な期間（p. 6の期間①）

•地下施設掘削前の元の還元環境の回復，ガラス固化体の発熱量の低下，地下水位の回復と地下施
設の再冠水，緩衝材の再冠水が完了するまでの期間。

•過渡的な期間は100年程度継続すると考えられる（岩盤に依存し，最大1000年程度）。

○オーバーパックによる放射性物質の浸出抑制を期待する期間（p. 6の期間②）

•過渡的な期間に対し，オーバーパックの機能により，ガラス固化体が地下水と接触することを防止し，
放射性物質の浸出を抑制する期間。

•過渡的な期間が含まれるよう，オーバーパックの機能を1000年以上維持する。

○ガラス固化体の放射性物質の浸出抑制を期待する期間（p. 6の期間③）

•ガラス固化体が地下水に溶けにくいことを利用して，放射性物質の浸出を抑制する期間。
•ガラス固化体が溶解するのに，7万年程度を要すると考えられる。

○緩衝材，天然バリアにより放射性物質の移行抑制を期待する期間（ p. 6の期間③およびそれ以降）

•ガラス固化体から浸出した放射性物質の移行を抑制することで，地下深部に放射性物質を長期間とど
め，その間に放射能を減衰させる期間

地質環境の長期安定性を議論する上で，影響要因を考慮する期間が，人工バリアおよび天然バリア毎に異な
るため，時間スケールの考え方を示す。

閉じ込め機能を維持する期間を10万年程度とし，その期間を対象として「好ましい地質
環境特性」に対する擾乱となる影響要因を抽出する。



P. 6

物理的
隔離機能

閉じ込め
機能

人
工
バ
リ
ア
の
機
能
に
対
す
る
影
響

浸出抑制
（ガラス固化体）

浸出抑制
（オーバーパック）

移行抑制
（緩衝材）
・低透水性
・難溶解性
・収着性

多重バリアシステムの
安全機能

天
然
バ
リ
ア
の
機
能

に
対
す
る
影
響

地質の長期的な
変動からの防護

人の接近の抑制

移行抑制

T：熱環境，M：力学場，H：水理場，C：化学場

①ガラス固化体の発熱，緩衝材の再冠水などの過渡的な期間

②オーバーパックの機能を期待する期間

③ガラス固化体の機能を期待する期間

C:地下水のpHが中性～弱アルカリ性条件

地下深部の岩盤の著しい隆起やマグマの貫入の恐れがない領域

H:地下水流動が緩慢である

C:地下水のpHが中性から弱アルカリ性，還元条件

①の期間
②の期間 ③の期間

C:地下水のpHが中性から弱アルカリ性，還元条件，炭酸塩濃度が低い条件

M:岩盤変形が小さい

T:地温が低い

M:岩盤変形が小さい

H:地下水流動が緩慢である

③の期間以降

C:地下水のpHが中性から弱アルカリ性，還元条件

地下深部の岩盤の著しい隆起やマグマの貫入の恐れがない領域

１．はじめに
好ましい地質環境特性の長期安定性に関する時間スケールの概念図

102年 103年 105年

「好ましい地質環境特性」の長期安定性を考慮すべき期間が
対象となる安全機能に依存することを踏まえてその影響要因を検討

熱環境（T）：ガラス固化体の発熱性に依存して，①の期間で求められる地温は，それ以
降の期間で求められる地温に比べ低い。
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2．閉じ込め機能に必要な地質環境に対する影響要因
説明の流れ

1. 好ましい地質環境特性の条件
好ましい条件の考え方

2. 擾乱となる影響要因と関連事象の抽出
「好ましい地質環境特性」の擾乱となる影響要因とその関連事象は何か？

3. （各要因に対し）著しい影響を与える事象の特定
影響要因のうち，閉じ込め機能の喪失につながる著しい影響を与える事象で，サイ
ト選定により回避が必要な事象は何か？

4. サイト選定における回避の考え方
著しい影響要因となる事象をどのように回避することが可能か？

＊著しい影響とならない場合は「3.著しい影響を与える事象の特定」までを説明する。
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閉じ込め機能の長期間の維持の観点から，環境・場ごとに好ましい地質環境特性に擾
乱を与える影響要因と関連事象を抽出する。

2. 閉じ込め機能に必要な地質環境に対する影響要因
安全確保のために特に重要な「好ましい地質環境特性」

人工バリア設置環境として
好ましい主な地質環境特性

天然バリアとして
好ましい主な地質環境特性

建設可能性の観点から
好ましい主な地質環境特性

熱
環
境

• 地温が低いこと － • 地温が65℃以下であること

力
学
場

• 岩盤のクリープ変形量が小さいこと －

• 初期応力に対する一軸圧
縮強度が大きいこと

• 鉛直応力と水平応力が同
程度であること

水
理
場

－

• 動水勾配が小さいこと
• 岩盤の透水性が低いこと
• 割れ目の透水性が低いこと

－

化
学
場

• 地下水の水素イオン指数（pH）が高pHあるいは低pHではないこと
• 地下水が酸化性雰囲気でないこと

－
• 地下水の炭酸化学種濃度が高くな

いこと
－

第３回会合資料１「地質環境特性に関する検討（その１）－安全機能等と好ましい地質環境特性－」ｐ８より抜粋
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2.1 熱環境： 好ましい地質環境特性の条件

【好ましい地質環境特性】
•地温が低いこと

【好ましい条件の考え方】
• 緩衝材の最高温度が長期間にわたり制限温度（100℃）を超えないようにする

ことが必要。

• 工学的対策として処分深度を浅くすること，坑道離間距離や廃棄体定置間隔を
広くとることにより，対応は可能であると考えられる。

• ただし，合理的な対策の範囲としては，処分深度における岩盤の温度は、廃棄
体の発熱量が大きい初期（①の期間）においては60℃未満であることが好まし
い （温度条件は，ガラス固化体の発熱量に依存）。

• また，①の期間以降は，ガラス固化体の発熱量が小さいので，100℃程度を下
回るような地温が好ましい。

地下深部の地温が著しく高くなり，緩衝材の熱変質の可能性が高くなる温度条件
となる場合に，著しい影響を与える事象と考える。
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2.1 熱環境：擾乱となる影響要因と関連事象の抽出

影響要因 主な関連事象

熱源の移動・発生 地熱活動

断層活動に伴う摩擦熱

地表の温度の上昇 気候変動による日射量等の変化に伴う気温変化

火砕流による地表温度の上昇

抽出した影響要因と主な関連事象

【擾乱となる影響要因】
• 将来において地温を上昇させる要因としては，処分場の周辺における新たな「熱源の移動・

発生」と「地表の温度の上昇」が考えられる。
• 「熱源の移動・発生」に関連する主な地質現象としては，マグマや熱水に代表される地熱活

動が考えられる。また，断層が活動する際に，断層面において摩擦熱が発生することも考え
られる。

• 「地表の温度の上昇」に関連する主な地質現象としては，気候変動による日射量等の変化
に伴う気温変化が考えられる。また，火山活動に伴い発生した火砕流が地表に到達した場
合にも，地温が変化することが考えられる。
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2.1 熱環境： 著しい影響を与える事象の特定
「熱源の移動・発生：地熱活動」

• マグマや高温岩体の存在により，火山周辺の地下では深度100ｍあたり5～10℃以上の高い勾配で地温が
上昇するとされている。一方，地下1～2km程度の浅い地殻内の温度は，熱源の深度に支配され，熱源が
10km以深では熱的影響は無視できる（分冊１：２．４．２）。

• 最も大きな地温勾配は38℃/100mである（総論レポート：３．２．４）。

• 地熱活動に伴い，地温勾配が 5～10℃/100mを超える地域が国内にも分布する（日本地質学会 地質環境
の長期安定性研究委員会，2011）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 高い地温勾配を生じるような地熱活動が発生すると，
地下深部の地温が高くなるので，著しい影響を与える
事象と考えられる。

• したがって，将来，地熱活動が発生する可能性が高い
地域は，サイト選定において回避することが必要。

【NUMOの考え方】

地温勾配に基づいた岩盤温度の推定

地表温度15℃

著しい影響を与えると考えられるので
サイト選定における回避の考え方を提示
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• 高地温勾配（＞10℃/m）地域は活火山の分布と極めて整合的で，地熱活動は火山活動と密接に関連してい

る。また，火山フロントの背弧域における多数の熱水変質帯や鉱床の分布は，地熱活動も火山活動と同様
に過去から現在にわたり偏在する地質現象であることによると考えられる（高橋・Martin，2004，日本地質学
会 地質環境の長期安定性研究委員会，2011）

• 現在の地熱活動域は，現在のテクトニクスが維持される限りは大きく変わらないと考えられる（八幡，2002）。
• 第四紀火山から数十km以上離れた地域において存在する5℃/100m以上の高温域は，地熱活動が最近に

なって新規に生じたということではなく，その地域に長期にわたって継続する地質現象と考えられている。
（Matsumoto et al., 2003；Umeda et al., 2009；日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会，2011）

• わが国における火山活動の場は，今後，少なくとも100万年程度は継続すると考えることができる（産業技術
総合研究所，2012， 高橋・Martin，2004など）。ただし，中部・南部九州では，テクトニクスの不安定さに起因
して，火山活動評価に関する将来予測の不確実性が残されている（Chapman et al.，2009など）。

【その後の知見】

• 地温の上昇，熱水対流系の形成など，火山・火成活動によって深部地質環境の熱的状態が大きく変化し得
る範囲は，一般に火山の噴出中心から数km～20km程度までとみなすことができる。個々の地域において

は，評価の対象とする火山や火山地域などに応じた影響の範囲を考慮することにより，地層処分システム
に対する著しい影響は回避できると考えられる（総論レポート：３．２．４を一部改変引用）。

【第２次取りまとめの考え方】

2.1 熱環境：サイト選定における回避の考え方（1/2）
「熱源の移動・発生：地熱活動」
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2.1 熱環境： サイト選定における回避の考え方（2/2）
「熱源の移動・発生：地熱活動」

【NUMOの考え方】

0 1  3   5    8  10      15       20
地温勾配（℃/100 m）

矢野ほか（1999)に地温勾配の凡例を編集改編

地温勾配の分布• 地熱活動は地下のマグマの分布と強い相関性
があり，現在のテクトニクスが維持される限りは，
その分布は大きく変わらないと考えられる。

• 非火山性の地熱活動も，その分布は大きく変わ
ることなく，長期にわたって継続するものと考え
られる。

• これらの地熱活動が盛んな地域は，現在にお
いても地温勾配が高く，地下深部の地温が高い
と考えられる。

• そのような地域の分布を文献情報や現地調査
に基づいて把握することは可能である。

• 地熱活動の著しい影響をサイト選定により回避
することが可能であると考えられる。

• このような地域を避けることで，好ましい条件を
満足する地域を選定できる。

（地熱活動の説明は以上）
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2.1 熱環境： 著しい影響を与える事象の特定
「熱源の移動・発生：断層活動に伴う摩擦熱」

• 断層が活動した結果として，断層面に沿って摩擦熱が発生する可能性がある。ただし，熱の影響は一時的
で，範囲は破砕帯内にとどまる（分冊１：２．３．２）。

• 阿寺断層では，現在の破砕帯内で現在の断層に沿って2,000万年前頃ないし第四紀以前に広い範囲で
200℃には達しない加熱があったことを確認（山田ほか，2012）

• 野島断層の上盤側に認められる幅約50 mの断層破砕帯には，熱水変質に伴う濁沸石化などが見られてお
り，形成初期の断層活動期に150～280℃の熱水があったと考えられる（Boullier et al., 2004a）

• 台湾集集地震（1999年9月21日，Mw7.6）の際に活動した断層の黒色断層ガウジ帯（幅十数cm）では摩擦熱
により350℃以上の高温流体が発生し，その高温流体は低透水性の断層ガウジから外部に拡散しなかった
と考えられる（Ishikawa  et al.，2008）

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 断層活動に伴う摩擦熱により150～400℃程度の熱水が断層破砕帯内において形成される可能性がある。

• ただし，このような摩擦熱の発生は一時的なもので，粘土鉱物を熱変質させることなく，短時間で地温程度
に戻ると考えられる。また，熱的影響の範囲は，断層破砕帯内にとどまると考えられる。

• 以上のことから，処分場内で摩擦熱を伴うような断層活動が発生した場合，一時的に好ましい条件を超えて
地温が著しく上昇する可能性がある。

• したがって，断層活動に伴う摩擦熱は著しい影響を与える事象ではないと考えられる。

【NUMOの考え方】

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる （断層活動に伴う摩擦熱の説明は以上）
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2.1 熱環境： 著しい影響を与える事象の特定
「地表の温度：気候変動による日射量等の変化に伴う気温変化」

• 現在に比べ間氷期の最温暖期には2℃～3℃高かったと考えられる（分冊１，２．６．３）。

• 氷床コアのデータによれば、最後の間氷期（約12.5万年前）における極域の平均気温は、現在よ
り3～5℃高かったとされており， この程度の気温上昇は300m以深の地下の温度分布に影響を
与えないことがモデル計算などで示されている（IPCC,2007＊など）。

• 長期的な平均気温の変動幅は10℃程度と考えられ，現在と比較しても著しく高温になることはな
い。地表付近の平均温度と地温勾配から見積もった平均地温の変動範囲も同程度と考えられる。

• 長期的な平均気温の変動に対しては，合理的な範囲で工学的対策が実施可能であると考えられ
る。

• したがって，気候変動による日射量等の変化に伴う気温変化は著しい影響を与える事象ではな
いと考えられる。

【NUMOの考え方】

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる

（気候変動による日射量等の変化に伴う気温変化の説明は以上）

＊ 参照：http://www.data.kishou.go.jp/climate/cpdinfo/ipcc/ar4/
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2.1 熱環境： 著しい影響を与える事象の特定
「地表の温度：火砕流による地表温度の上昇」

（火砕流による地表温度の上昇の長期的な影響に関する記述はない）

• 大規模火砕流の熱的影響について，事例調査と熱解析を実施した報告があり，層厚さ100m，温
度900℃の火砕流が地温に与える影響を評価している。地下300m付近において，温度は2000年
後まで上昇するが，最高60℃程度であることが示されている（石丸・角田，2002）。

• 大規模火砕流が長期間地表を覆ったとしても，地
下1000m程度までの範囲の温度上昇は100℃を下
回る（地温勾配が5℃/100m以下の場合）。

• 合理的な範囲で工学的対策が実施可能と考えら
れる。

• 以上のことから，火砕流による地表温度の上昇は
著しい影響ではないと考えられる。

【NUMOの考え方】

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

著しい影響を与える事象とはならないと考
えられる

（火砕流による地表温度の上昇の説明は以上）

層厚さ100m，温度900℃の火砕流が地温に与える影響
（石丸・角田，2002）
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2.1 熱環境： まとめ

 影響要因のうち，サイト選定において回避が必要な事象としては「地熱活動」があげられる。

 高い地温勾配を生じる地熱活動は火山活動や非火山性高温岩体と密接に関係があり，また
，現在の火山活動の場は，今後も継続すると考えられる。

 したがって，熱環境に対する擾乱をさけるために，火山の分布する領域をはじめとする高い
地温勾配を有する地域を回避することは可能である。

 なお，このような地域を避けることで，好ましい条件を満足する地域を選定できる。

影響要因 関連事象 回避の必要性 考慮すべき天然現象

熱源の移動，
発生

地熱活動 ○
火山・火成活動

（非火山性熱水も含む）

断層活動の摩擦熱 ― 地震・断層活動

地表の温度の
上昇

地表面の気温変動 ― 気候・海水準変動

火砕流による地表温度の上昇 ― 火山・火成活動

【影響要因となる事象と回避の必要性のまとめ】
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2.2 力学場： 好ましい地質環境特性の条件

【好ましい条件の考え方】 （※数値は第２次取りまとめの例）

• オーバーパックは，1000年以上の期間の耐食性と構造健全性を考慮し
て，厚さを190mmに設定している。

• 構造健全性に関連して，オーバーパックに作用する外力として，以下を
考慮している。
静水圧：地下300～1000mにおいて，3～10MPa
岩盤クリープ変形および腐食生成物膨潤圧による緩衝材の圧密反力の合

計（硬岩：0.9MPa，軟岩：1.9 MPa）
• 以上の外力に対し，構造健全性に必要な厚さを110 mmとしている。

• 最も影響が厳しいと考えられるのは，廃棄体を横切るように，断層が変
位する場合である。模型試験では緩衝材厚さの80％程度の変位量を

受けた場合にも，緩衝材が塑性変形するため，オーバーパックが回転
し，破損しないことを評価している（せん断速度100 mm/秒）。

• ただし，変位量が緩衝材の厚さ（700 mm）を超えた場合には，オー

バーパックに直接せん断力が作用するため，破損する可能性が高くな
る。

• また，緩衝材についても，その厚さを超えてせん断変形を受けると，緩
衝材の性能が低下する可能性が高くなる。

地下深部における岩盤の変形（例えば，断層の変位量）が
緩衝材の厚さを上回る場合に，著しい影響を与える事象と考える。

「岩盤の変形」の人工バリア設置環境に対
する影響の概念図（断層のずれの場合）

（JAEA，2008 に基づいて作成）

【好ましい地質環境特性】
•「岩盤のクリープ変形量が小さいこと」→影響要因を広く抽出するため，「岩盤の変形が小さいこと」として検討。
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2.2 力学場： 擾乱となる影響要因と関連事象の抽出

影響要因 主な関連事象

岩盤のクリープ変形量の増大 地温上昇（地熱活動）

岩盤の破断・破砕 処分深度に達する断層のずれ

岩盤の弾性変形 地震動による岩盤のひずみ

表 抽出した影響要因と主な関連事象

【擾乱となる影響要因】
• 将来において岩盤が変形する要因としては，地下深部の「岩盤のクリープ変形量の増大」，

「岩盤の破断・破砕」，「岩盤の弾性変形」が考えられる。
• 「岩盤のクリープ変形量の増大」に関連する主な地質現象としては，温度上昇に伴う岩盤の

クリープ特性の変化があり，温度上昇の要因としては地熱活動が考えられる。
• 「岩盤の破断・破砕」に関連する主な地質現象としては，地下数千m以深にある震源断層の

変位が，断層のずれとして処分深度(300-1000mと想定)にある岩盤に到達することが考えら
れる。

• 「岩盤の弾性変形」に関連する主な地質現象としては，地震動による岩盤のひずみが考え
られる。ただし，この変形は地震動が発生している間だけの一時的なものである。
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2.2 力学場： 著しい影響を与える事象の特定
「岩盤のクリープ変形量の増大：地温上昇（地熱活動）」

（岩盤のクリープ特性の温度依存性に関連する記述はない）

• 常温と比較し，温度60℃では堆積軟岩の三軸圧縮強度はやや低下するが，変形特性の温度依
存性は見られないか，わずかである（岡田，2005）。

• 泥岩のクリープ特性の温度依存性はないが，凝灰岩には依存性があり，岩種により異なる（岡田，
2006）。

【NUMOの考え方】

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

著しい影響要因とはならないと考えられる。

•岩盤のクリープ特性の温度依存性が認められるが，その影響は岩種により異なる。

•温度依存性が認められる場合には，クリープ変形量に基づいて人工バリアの設計に反映するなど，
工学的対策を実施することが可能であると考えられる。

•したがって，地温上昇は力学場に対する著しい影響要因とはならないと考えられる。
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2.2 力学場： 著しい影響を与える事象の特定
「岩盤の破断・破砕：処分深度に達する断層のずれ」

• 確認されている主な活断層の平均変位速度は，0.01～10 m／1000年の範囲で，活断層の変
位の向きと速度は，過去数十万年以降，大きく変化していない。（分冊１：2.3.1）

• 地震防災の観点などから実施された調査の結果に基づき，各種の活断層図が拡充されている
が，上記の範囲を超える事例の報告はない（中田・今泉，2002；産業技術総合研究所ホーム
ページなど）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 繰り返し活動し，変位の規模が大きい断層は，変位量が大きく，その影響範囲が広いため，合
理的な範囲の工学的対策が容易ではないと考えられる。

• 一方，それ以外の断層については，処分パネルの形状や大きさの設計，廃棄体定置位置を合
理的に設定するなどの工学的対策が可能であると考えられる。

• 以上のことから，繰り返し活動し，変位の規模が大きい断層は，著しい影響を与える事象であ
ると考えられる。

【NUMOの考え方】

著しい影響を与えると考えられるので
サイト選定における回避の考え方を提示
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2.2 力学場：サイト選定における回避の考え方（1/2）
「岩盤の破断・破砕：処分深度に達する断層のずれ」

• わが国における主な地震・断層活動は，既存の活断層帯において，過去数十万年程度にわたり同様の活
動形式で繰り返し起こっており，この間，地殻応力場はおおむね安定して持続してきたとみなすことができる。
このことから，十万年程度の将来についても，現在の活動の場が継続するものと考えることができる。

• 断層活動による地質環境への影響は，主に活断層破砕帯およびその周辺に限られる。活断層破砕帯の幅
は数mから最大でも数百m程度であり，また，断層活動にともない，周辺岩盤中にずれ変位が生じる可能性
のある小断層などの分布範囲は，大きな活断層でも数km程度以内と考えられる。（分冊１：2.3.3）

• 日本列島は，第四紀よりも古い時代に当時の広域応力場の下で形成された断層が，第四紀以降の東西圧
縮の広域応力場に応じて，あるいは局所的な地殻応力場の変化などに起因して，一時的にあるいは繰り返
し再活動している（山崎，2006など）。

• 第四紀以降に活動している断層のうち，最近約４０万年前以降に同一の場所で繰り返し活動している断層
は活断層として認定されている（地震調査研究推進本部 地震調査委員会 長期評価部会，2010）。

• 通常，Ｍ７以下の地震では断層のずれが地表まで達することはなく，Ｍ６以下では極めてまれである
（Cloos，2009）。地表において確認できない場合，あるいは見落しがある場合などを含めて，地下には活断
層とは認定されていない断層が多数存在する（高橋ほか，2006など）。

• 近年，過去に活断層が認識されていなかった地域において発生した規模の大きな内陸地殻内地震を対象と
して詳細な調査が実施された結果，処分深度に達する断層や活断層に関連する地下構造，過去の活動履
歴などが確認されている（杉山ほか，2005など）。

• 大規模な活断層帯では，断層活動による力学的影響は，プロセスゾーンあるいはダメージゾーンの幅に基
づくと断層から数百ｍ程度であるものの，数ｋｍにも及ぶ場合もある（金折，2001， 長友・吉田，2009など）。
影響範囲は断層の長さに比例して変化し（Scholz，2002），定量的に推定することが可能である。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】
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2.2 力学場： サイト選定における回避の考え方（2/2）
「岩盤の破断・破砕：処分深度に達する断層のずれ」

陸域の活断層の分布

（日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会，2011）

【NUMOの考え方】

活断層
（推定活断層を含む）

• わが国における地震・断層活動は，既存の活断層
帯において過去数十万年にわたり同様の活動様
式で繰り返し活動しており，十万年程度の将来も
既存の活断層帯において，現在の活動様式が継
続すると考えられる。

• 断層の力学的影響が及ぶ範囲は，断層から数百
m～数kmの範囲であり，断層の長さから定量的
に推定することが可能である。

• このような活断層とその影響領域を避けることで，
「岩盤の変形が小さいこと」を満足できる地質環
境を選定できる。

• なお，現在認定されている活断層以外のうち，現
地調査によりその存在が確認される断層につい
ては，活動性を評価するとともに，工学的対策の
実施なども含めて，対応を検討する。

• また，断層の活動性の評価技術については，今
後も開発を進め，精度の向上に努める。

（処分深度に達する断層のずれの説明は以上）
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2.2 力学場： 著しい影響を与える事象の特定
「岩盤の弾性変形：地震動による岩盤のひずみ」

• 地下数百m以深では一般に地震動による影響は小さいと考えられる。（分冊１：2.3.3）
• 地震が起こった際に人工バリアは岩盤と一体となって振動すると考えられるため，想定される最大級の地震

動を考慮した上で，工学的な対策を施すことが可能である。

• 深度250m以深（87地点）のKiK-net観測データから，東北地方太平洋沖地震を含めたM7以上の地震におい
て，深度250m以深における地震加速度は，深度に依存せず同一地点の地表での観測値に対して1/3～1/5
程度であることが確認された（藤川ほか，2012） 。

• 地下深部の地震加速度は，深度に依存せず同一地点の地表での観測値に対して1/3～1/5程度である。
• 地震動が処分場に入射しても人工バリアは岩盤と一体となって振動するため，影響は小さい。
• ただし，長期的な影響については，再来性や人工バリア特性の変化などを考慮した解析などにより確認し，必

要に応じて人工バリア設計に反映することが可能であると考えられる。
• したがって，地震動による岩盤のひずみは，著しい影響を与える事象とはならないと考えられる。

【NUMOの考え方】

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる

（地震動による岩盤のひずみの説明は以上）
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2.2 力学場： まとめ

影響要因 関連事象 回避の必要性 考慮すべき天然現象

岩盤のクリープ変形
量の増大

地温上昇（地熱活動） ― 火山・火成活動

岩盤の破断・破砕 処分深度に達する断層のずれ ○ 地震・断層活動

岩盤の弾性変形 地震動による岩盤のひずみ ― 地震・断層活動

 影響要因のうち，サイト選定において回避が必要な事象としては「岩盤の破断・破砕」に関
連して「処分深度に達する断層のずれ」があげられる。

 断層活動は，既存の活断層帯において過去数十万年にわたり同様の活動様式で繰り返し
活動しており，十万年程度の将来も既存の活断層帯において，現在の活動様式が継続する
と考えられる。また，力学的な影響範囲は数百ｍから数kmと考えられる。

 したがって，力学場に対する著しい擾乱をさけるために，繰り返し活動し，規模の大きい活断
層とその影響範囲を候補地域から回避することが考えられる。

 このような地域を避けることで，好ましい条件を満足する地域を選定できる。

 なお，現在認定されている活断層以外の断層で，現地調査によりその存在が確認される断
層については，活動性を評価するとともに，工学的対策の実施なども含めて，対応を検討す
る。また，断層の活動性の評価技術については，今後も開発を進め，精度の向上に努める。

【影響要因となる事象と回避の必要性のまとめ】
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2.3 水理場：好ましい地質環境特性の条件

【好ましい地質環境特性】
•岩盤中の動水勾配や透水性，割れ目の透水性が小さく，地下水流動が緩慢なこと

【好ましい条件の考え方】
•処分場スケールを対象とした，地下水の動きは，主に動水勾配と岩盤自体の透水性に支配されている。

動水勾配は，地表付近では地形に強く依存するが，地下深部では地表に比べて局所的な地形の影響
が少ないため，動水勾配は緩やかになると考えられる。過去に動水勾配が0.1となるケースで安全性を
評価しているが，この程度の動水勾配であれば，有意な影響を与えないことを確認している。
岩盤の透水性は，地下水の通り道となる割れ目や，岩石を構成する鉱物粒子間の間隙の構造に依存

する。
•広域スケールを対象とした，地下水の動きは，地域の地質構造や地理的条件（地形，気候）に依存する。

地質構造としては，特に地下水の移行経路となり得る断層・破砕帯（透水性が高い場合）などが重要
な要素となる。
地理的条件としては，涵養量（地形の効果も含む），降水量や蒸発散量，さらには，沿岸部であれば，

地下深部の塩水域と淡水域の分布も地下水流動に影響を与える。

処分場スケールにおいて，地下深部の動水勾配が0.1を大きく超える場合や，地下水の通り道と
なり得る割れ目が極端に密集するような場合に，著しい影響を与える事象と考える。



P. 27

2.3 水理場： 擾乱となる影響要因と関連事象の抽出

影響要因 主な関連事象

動水勾配の増加

海水準変動

地形変化

地震に伴う地下水位（または水圧）の変化

地下水流動経路の変化
流出点の変化，塩水／淡水境界の移動

断層のずれに伴う透水性の増加

涵養量の変化 涵養域の降水量の変化

抽出した影響要因と主な関連事象

【擾乱となる影響要因】
• 将来において水理場が変動する要因としては，地下深部の「動水勾配の増加」，「地下水流動経路の

変化」，「涵養量の変化」が考えられる。
• 「動水勾配の増加」に関連する主な地質現象としては，沿岸部においては，海水準変動により海側の水

位が低下することや，侵食作用に伴う地形変化が考えられる。また，地震に伴う地下水位（または水
圧）の変化も考えられる。

• 「地下水流動経路の変化」に関連する主な地質現象としては，地下水の地表における流出点の変化や，
塩淡境界の位置が変化することによる経路の変化が考えられる。また，対象地域にある断層がずれる
ことにより，その透水性が変化した場合も，地下水流動経路に影響を与える可能性がある。

• 「涵養量の変化」に関連する主な地質現象としては，涵養域の降水量の変化があげられる。
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2.3 水理場：著しい影響を与える事象の特定
「動水勾配の増加：海水準変動」

• 気候変動の地質環境への影響として重要なのは，地下水流動系の変化である。氷期には海水準が低下し，地
下水の動水勾配が大きくなり，地下水の水理や水質の変化が予想される（分冊１：2.6.3）。

• 過去数10万年における海水準は，現在に比べて＋5 m～‐120m程度の範囲で変動してきた（分冊１：２．６．３）。

• 氷期には海水準が最大で150 m程度低下し，最終間氷期には，グリーンランド氷床の大幅な縮小が約５ｍに
およぶ海水準の上昇をもたらしたと推測されている（Cuffey and Marshall,2000など）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 沿岸部では隆起作用と気候変動に伴い，広域スケールで相対的に海水準が変動し，水頭分布が変化するた
め，動水勾配が変化する可能性がある。

• 広域スケールにおける海水準変動の幅が，＋5 m～‐150mの範囲内であれば，処分場スケールにおける動水

勾配の変化に応じて，処分深度を深くすることや，施設配置の工夫などの工学的対策が合理的な範囲で実施
可能と考えられる。

• したがって，海水準変動は著しい影響を与える事象とはならないと考えられる。

【NUMOの考え方】

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる

（海水準変動の説明は以上）
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2.3 水理場：著しい影響を与える事象の特定
「動水勾配の増加：地形変化」

•将来の動水勾配の分布を推定する上では，隆起や侵食によって地形勾配がどの程度変化するかが重要なパ
ラメータである。

•隆起・沈降・侵食による地形勾配の増加は，動水勾配を増加させ，地下水流動を変化させることが想定される。

•動水勾配や地下水位の勾配は，活褶曲や河川近傍を除いてほとんど変化しないと考えられる（以上，分冊１：
2.5.2）。

（地形変化について，従来の考え方と異なる知見の報告は見いだされなかった。）

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 隆起・沈降・侵食，海水準変動に伴う侵食，地表の断層のずれなどにより広域スケールで地形が変化し，水
頭分布などが変化して，処分場スケールの動水勾配が変化する可能性がある。ただし，地下深部に行くほど
地形が動水勾配に与える影響は小さくなる。

• したがって，処分深度を深くすることや，施設配置の工夫するなどの工学的対策が合理的な範囲で実施可能
と考えられ，著しい影響を与える事象とはならないと考えられる。

【NUMOの考え方】

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる

（地形変化の説明は以上）
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2.3 水理場：著しい影響を与える事象の特定
「動水勾配の増加：地震に伴う地下水位（または水圧）の変化」

• 地震前後の地下水流動や水質の変化は，季節変化などの経時変化に比べて小さい。また仮に大きな地震が
あったとしても，その変化は一時的であり，数カ月後にはもとの水位に戻ると思われる。 （分冊１：２．３．２）。

• 2011年東北地方太平洋沖地震では，地下水の水位や水質はわが国の広範囲にわたり変化が観測された
ものの，ほとんどの観測地点において１年以内に地震発生前の状態に回復している（産業技術総合研究所
ホームページ＊１ほか）。また，1年以上にわたり変化が継続した場合でも，長期的には安定な状態に回復し
ており，以上のような変化は過去の観測事例（奥澤・塚原，2001など）と同様である。

• 一方，２０１１年４月１１日の福島県浜通りの地震に伴う温泉の自噴は，地震の発生から２年以上にもわたり
継続している（産業技術総合研究所ホームページ＊２など）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 地震に伴う地下水位（または水圧）の変化は，広域スケールで発生するが，サイトの地質構造（遮水性断層
の有無など）に依存して，処分場スケールでも変化すると考えられる。

• 影響の程度は，水圧変化が発生している頻度や範囲に依存するが，これまでの観測の範囲の変化であれば，
新たな工学的対策は必要ないと考えられる。

• したがって，著しい影響を与える事象とはならないと考えられる。
• ただし，福島県浜通り湧水の事例については，原因が十分に解明されていないので，今後も検討を進める。

【NUMOの考え方】

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる。
（地震に伴う地下水
位の変化の説明は
以上）

*1 https://gbank.gsj.jp/wellweb/GSJ/index.shtml
*2 http://unit.aist.go.jp/igg/crufluid-rg/iwaki/onsen.html
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2.3 水理場：著しい影響を与える事象の特定
「地下水流動経路の変化：流出点の変化，塩水／淡水境界の移動」

• 気候変動の地質環境への影響として重要なのは，地下水流動系の変化である。氷期には海水準が低下し，
地下水の動水勾配が大きくなり，地下水の水理や水質の変化が予想される（分冊１：2.6.3）。

• 塩水／淡水境界による地下水流動への影響としては，（塩分濃度の違いによる密度差により）境界に沿って
淡水が上昇することがあげられている（分冊１：３．３．１）。

•動水勾配の長期的変化については，海水準変動などを考慮した非定常の地下水流動解析により，地下水の
水頭分布などから推定する方法の開発が進んでいるが（尾上ほか，2009），上記と異なる知見の報告はない。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

【NUMOの考え方】

海水準変動に伴う移行経路（地下水流動経路）の
変化の概念図著しい影響を与える事象とはならないと考えられる。

（流出点の変化，塩水／淡水境界の移動の説明は以上）

• 沿岸部では海水準変動により，広域スケールで塩淡境
界位置や流出点が変化し，処分場スケールにおける地
下水流動経路が変化する可能性があるが，そのような影
響を取り込んで，処分場の設置位置や深度など工学的
対策を実施することは可能である。

• したがって，広域スケールにおける流出点の変化，塩水
／淡水境界の移動は著しい影響を与える事象とはなら
ないと考えられる。

• なお，広域スケールにおける流出点の変化については，
安全評価において考慮する。
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2.3 水理場：著しい影響を与える事象の特定
「地下水流動経路の変化：断層ずれに伴う透水性の増加」

• 地震・断層活動が地層処分システムへ与える影響としては，岩盤の破断・破砕とこれに伴う地下水移行経
路の形成，地震動による岩盤や地下水の性質の変化などが想定される。

• 野島断層の活動に伴う湧水のトリチウム年代は，数年～数十年前であった（佐藤ほか，1999）。このことか

ら野島断層の活動に伴う湧水は，地下深部に由来する地下水ではなく，地表付近の地下水と考えられる。
したがって，断層活動に伴う水理学的な変化は，主に地下浅部で起こり，地下深部での影響は小さいものと
推察される（分冊１：2.3.2）。

• 野島断層を事例として，活動直後，断層付近の透水性が上昇したが，8年以内に回復したと考えられる（北
川ほか，2008，Tadokoro and Ando, 2002など）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 処分場スケールで活断層の透水性が変化し，それが主要な地下水流動経路となる場合には，天然バリア
の性能に著しい影響を与えるため，処分場の設置領域からは回避することが望ましい。

• なお，広域スケールにおいては，断層の透水性が変化した場合，流動経路を変化させるので，安全評価に
おいて考慮する。

【NUMOの考え方】

著しい影響を与えると考えられる。
サイト選定における回避の考え方を提示 （“岩盤の破断・破砕：処分深度に達する断層のずれ”を参照）

（断層ずれに伴う透水性の増加の説明は以上）
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2.3 水理場：著しい影響を与える事象の特定
「涵養量の変化：涵養域の降水量の変化」

• 降水量の変動に関するデータは限られているが，氷期の日本列島では現在の7割から半分近くまで減少し
ていた可能性が高い （分冊１：２．６．３）。

• 十万年の氷期・間氷期の周期が卓越しているとともに，その中に更に短い周期が認められる（分冊１，
2.6.1）。

• 最終氷期極大期には，降水量が現在の5～7割に減少していたと推定される（松末ほか，2000）。
• わが国における約25万年前から現在までの気候変動が詳細に把握され，将来予測に必要な情報が蓄積

されている（大場，2006など）

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 氷期には，現在と比較して，降水量は5～7割程度に減少する可能性がある。
• 約10万年周期の氷期・間氷期サイクルよりも短い数万年周期の気候変動についても留意する必要がある。

• 涵養量は，広域スケールにおいてサイトの地形や局所的な気候に依存するので，サイトごとに涵養量を評
価し，処分場スケールに対する影響を評価する必要がある。

• ただし，このような変化に対しては，処分場の設置位置など工学的対策を実施可能と考えられ，著しい影
響を与える事象とはならないと考えられる。

【NUMOの考え方】

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる （涵養域の降水量の
変化の説明は以上）
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2.3 水理場：まとめ

影響要因 主な関連事象 回避の必要性 考慮すべき天然現象

動水勾配の増
加

隆起，海水準変動 ― 隆起・侵食，気候・海水準変動

地形変化 ― 隆起・侵食，気候・海水準変動
地震・断層活動

地震に伴う地下水位（または水圧）の変化 ― 地震・断層活動

地下水流動経
路の変化

流出点の変化，塩水／淡水境界の位置
の変化

― 気候・海水準変動

断層のずれに伴う透水性の増加 ○ 地震・断層活動

涵養量の変化 涵養域の降水量の変化 ― 気候変動

 サイト選定において回避が必要な影響要因としては，「地下水流動経路の変化：断層の透水性変化」があげ
られる。

 断層の透水性変化は，活断層のずれに起因するので，活断層の回避の考え方に基づいて，活断層とその
影響範囲を候補地域から回避することが出来れば，水理場に対する擾乱をさけることができる。

 このような地域を避けることで，好ましい条件を満足する地域を選定できる。

 なお，海水準変動による広域スケールの流出点の変化，塩淡境界の位置の変化，断層のずれに伴う透水
性の増加などは，処分深度や施設配置などの工学的対策なども考慮した上で，安全評価において取り扱う
ことが可能であると考えられ，著しい影響とはならないと考えられる。

【影響要因となる事象と回避の必要性のまとめ】
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2.4 化学場：好ましい地質環境特性の条件

【好ましい地質環境特性】

人工バリア設置環境、天然バリアとしての安全機能として，以下の特性が好ましい。
（ａ）高pHあるいは低pHではないこと
（ｂ）酸化性雰囲気でないこと，
（ｃ）炭酸化学種濃度が高くないこと

【好ましい条件の考え方】

以下の理由により，人工バリアおよび天然バリアの放射性物質に対する浸出抑制や移行抑制の機能が
低下するため。長期安定性が必要な期間は，安全機能が必要な期間に依存する。
（ａ）中性～弱アルカリ性の範囲

強アルカリ性条件では，ガラス固化体の溶解速度が速く，放射性物質の浸出率が増加するため。
強アルカリ性条件ではオーバーパックが不動態化し，局部腐食を招きやすくなるため。
酸性あるいは強アルカリ性条件では，緩衝材が変質しやすいため。
酸性，強アルカリ性条件では，一部の放射性物質の溶解度が増加するため。
酸性条件では，緩衝材，および天然バリアともに収着能が低下するため。

（ｂ）酸化還元電位が低いこと
酸化性条件では，オーバーパックの耐食性が著しく低下するため。
酸化性条件では一部の放射性物質の溶解度が増加するため。
酸化性条件では，緩衝材，および天然バリアともに収着能が低下するため。

（ｃ）炭酸化学種濃度が0.5mol/dm3以下
炭酸化学種濃度が高い条件ではオーバーパックが不動態化，局部腐食を招きやすくなるため。

以上の条件が満たされない場合に，著しい影響を与える事象と考える。



P. 36

2.4 化学場：擾乱となる影響要因と関連事象の抽出

影響要因 主な関連事象

低pH地下水の流入（aに対して） 火山性熱水や深部流体の移動・流入

炭酸化学種を含む地下水の流入(cに対して）

高pH地下水の流入（aに対して） 超塩基性岩と反応した地下水の移動・流入

酸化性地表水の流入(bに対して） 断層のずれに伴う透水性の増加

【擾乱となる影響要因】
• 将来において水理場が変動する要因としては，地下深部への「低pH地下水の流入」，「高pH地下水の流

入」，「酸化性地表水の流入」，「炭酸化学種濃度の上昇」が考えられる。
• 「低pH地下水の流入」および「炭酸化学種を含む地下水の流入」に関連する主な地質現象としては，火山性

熱水や深部流体の移動・流入が考えられる。
• 「高pH地下水の流入」に関連する主な地質現象としては，超塩基性岩が地下水と反応することにより蛇紋

岩化するとともに，強アルカリ性の地下水が生成することが考えられる。
• 「酸化性地表水の流入」に関連する主な地質現象としては，処分深度に到達している断層が活動した際に，

断層の透水性が増加することにより，地表水が地下に向けて流入する可能性が考えられる。

抽出した影響要因と主な関連事象
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2.4 化学場：著しい影響を与える事象の特定
「低pH地下水の流入，炭酸化学種濃度の上昇：熱水の移動・流入」

• pH4.8未満の地下水は主に第四紀火山及びその周辺地域に分布する（分冊１：２．４．２）。
• マグマに含まれる揮発成分は火山ガスの組成などから，H2O, CO2, SO2, H2S, HClを主成分とする。これらはマ

グマの上昇に伴う圧力の低下によって放出され，地下水に溶解する。

• pHは火道近傍で4.8以下，それ以遠は中性～弱アルカリ
性と考えられる（浅森ほか，2002，川村ほか，2008）。

• 水質は，火道ごく近傍でSO4
2-卓越，近傍ではCl-卓越，そ

の周りでHCO3
-卓越（川村ほか，2008）。

• また，深部流体についても同様の影響を考慮する必要が
ある（産業技術総合研究所，2012）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

火山からの距離と地下水のpHとの相関（浅森ほか，2002）

【NUMOの考え方】

著しい影響を与えると考えられる。
サイト選定における回避の考え方を提示

（地熱活動の考え方については，2.1熱環境の項を参照）

• 酸性地下水や炭酸化学種濃度は地熱活動が活発な第四
紀火山の近傍に分布する。酸性地下水の影響は上部の
地質構造の影響を受け，広範囲に及ぶこともある。

• 将来，地熱活動が活発化した際に，pHの低下や炭酸冨

化する可能性があり，著しい影響を与えるので，そのよう
な地域をサイト選定において回避することが必要である。

（涵養域の降水量の変化の説明は以上）
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2.4 化学場：著しい影響を与える事象の特定
「高pH地下水の流入：超塩基性岩と反応した地下水の移動・流入」

（高pH地下水形成に関する記述はない）

• フィリピンManleluag – Saile 鉱山を事例として，アルカリ性地下水の湧出とその近くにあるベントナイト鉱床
との反応について検討。アルカリ性地下水（pH11）の発生原因として，一部が地表に露出したオフィオライト
層に含まれる超塩基性岩（苦土かんらん石）の蛇紋岩化作用によることを確認（原環センター，2013）。

• さらに，アルカリ性地下水と火山ガラスの反応が非常に微小な領域に限られること，ベントナイト鉱床の粘
土鉱物が鉱物学的に変質を受けていないことなどを確認（原環センター，2013）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 超塩基性岩は，地下水との反応により蛇紋岩化作用を生じ，アルカリ性地下水を生成する。
• ただし，地下水のpHは11程度で，また，その影響は限定的であると考えられる，工学的対策により対応可

能と考えられる。

• したがって，超塩基性岩と反応した地下水の移動・流入は，著しい影響を与える事象とはならないと考えら
れる。

• なお，陸域における超塩基性岩の分布は調査により確認することが可能であるので，候補となる地域にそ
のような岩盤が存在する場合には，影響を確認しておく必要がある。

【NUMOの考え方】

著しい影響を与える事象とはならないと考えられる

（超塩基性岩と反応した地下水の移動・流入の説明は以上）
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2.4 化学場：著しい影響を与える事象の特定
「酸化性地表水の流入：断層のずれに伴う透水性の増加」

・野島断層（阪神・淡路大震災で活動）の破砕帯の近傍では，酸化性の地下水を引きこんだ形跡がみられる
場合があるが，このような断層活動に伴う地球科学的な影響範囲は，野島断層の場合，活断層破砕帯の
近傍数十ｍと考えられる（分冊１，２．３．２）。

• 野島断層を事例として，活動直後，断層付近の透水性が上昇したが，8年以内に回復したと考えられる（北
川ほか，2008，Tadokoro and Ando, 2002など）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】

• 断層の透水性が変化したとしても，地下水の引き込みは必ずしも発生するわけではなく，涵養量や地形に
依存すると考えられる。すなわち，酸化性の地下水の引き込みは，ある一定の条件下においてのみ検討す
べき事象である。したがって，影響の判断においては，サイト毎に評価を実施する必要がある。

• その上で，影響が大きいと判断される場合には，活断層とその影響領域を回避する必要がある。

• ただし，このような現象が発生した場合には，放射性物質の難溶解性や収着性など幅広い機能に影響を
与えることから，一定の条件下では著しい影響を与える事象と考え，また，将来予測の不確実性などを考
慮し，保守的な観点からサイト選定において回避すべきと考えている。

【NUMOの考え方】

一定の条件下では，著しい影響を与えると考えられる。
サイト選定における回避の考え方を提示。

（活断層に関するサイト選定の考え方は“岩盤の破断・破砕：処分深度に達する断層のずれ”を参照）。

（断層のずれに伴う透水性の増加の説明は以上）
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2.4 化学場：まとめ

影響要因 関連事象 回避の必要性 考慮すべき天然現象

低pH地下水の
流入 火山性熱水や深部流体の移動・

流入
○

火山・火成活動

（非火山性熱水も含
む）炭酸化学種を含

む地下水の流入

高pH地下水の
流入

超塩基性岩との反応した
地下水の移動・流入

―

酸化性地表水の
流入

断層のずれに伴う
透水性の増加

○
（条件による）

地震・断層活動

 サイト選定において回避が必要な事象としては，「火山性熱水や深部流体の移動・流入」が
ある。また，地形などの条件によっては「酸化性地表水の流入：断層のずれに伴う透水性の
増加」も回避が必要となる。

 熱水の移動・流入については，火山活動の影響の回避の考え方（熱環境を参照），断層の透
水性増大については，活断層の影響の回避の考え方（力学場を参照）に基づいて，影響範
囲を候補地域から回避することが出来れば，化学場に対する擾乱をさけることができる。

 このような地域を避けることで，好ましい条件を満足する地域を選定できる。

【影響要因となる事象と回避の必要性のまとめ】
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3. 物理的隔離機能に必要な地質環境に対する影響要因

•地下深部に埋設した廃棄体を地表に露出・接近させ，人間の生活圏からの物理的隔離機能
を喪失させる影響要因となる地質現象として下記を検討する。

マグマの処分場への直撃と地表への噴出
著しい隆起・侵食作用に伴う処分場の地表への著しい接近

【物理的隔離機能を喪失させる地質現象】
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【NUMOの考え方】

3. 著しい影響を与える事象の特定
「マグマの処分場への直撃と地表への噴出」

著しい影響を与えると考えられるので，
サイト選定における回避の考え方を提示

• 地殻下部（深さ100km程度）で発生したマグマが処分場に直撃し，さらに地表にまで噴出する場合を想
定する。

• この場合，マグマに取り込まれた廃棄体が地表にまで移動する可能性があり，人間の生活圏からの隔
離機能を喪失すると考えられる。

• 影響範囲は，火道の大きさ（マグマの通り道）に依存するが，カルデラのような巨大な活動の場合，処分
場全体が著しく破壊される。

• したがって，マグマの地表への噴出は，著しい影響を与える事象であると考えられ，サイト選定において
回避する必要がある。

• 火山活動によるマグマの貫入・噴出，カルデラの形成などの現象は，その周辺の地質環境に重大な影響を
及ぼすことが予想されている（分冊１：2.4.1）

• 火山活動について，さまざまな研究事例が蓄積されているが，地層処分に対する影響について，従来と異
なる知見は報告されていない。

【その後の知見】

【第２次取りまとめの考え方】
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3.サイト選定における回避の考え方（1/2）
「マグマの処分場への直撃と地表への噴出」

• 中新世後期～鮮新世以降における日本列島の火山活動には偏在性が認められ，東日本火山帯と西日本
火山帯の範囲のみに限って活動が生じている。過去数十万年における火山活動の変化は，島弧スケール
での火山フロントの顕著な移動としてではなく，むしろ火山地域や火山列スケールでの活動域の拡大・縮小，
移動などの変化としてとらえることができる（分冊１：2.4.3項）

• １０万年程度の将来については，火山地域・火山列スケールでの過去数十万年間の火山活動の時間的・
空間的変化に基づき，将来の活動域を評価する手法が有効である。また，その際には地質情報からの外
挿ばかりではなく，地殻応力場などのテクトニクスを考慮することや物理探査によって地下のマグマの存在
の有無などを確認することも重要である（分冊１：2.4.3項）。

• 日本列島周辺におけるプレートの配置や運動様式は，１００万年オーダーの時間スケールで緩慢に変化す
ることから大局的には安定であり（吉田・高橋，2004），このプレートの沈み込みに由来する，日本列島にお
ける火山フロントの分布も大局的には安定であると考えられる（日本地質学会 地質環境の長期安定性研
究委員会，2011）。

• 火山活動は火山フロントの背弧域に限定して繰り返し生じており（山元，2011など），この背弧域は火山が
集中する火山活動域とそうではない火山空白域とに区分できる。火山活動域はホットフィンガーと呼ばれる
熱構造の不均一性により制御され安定であると考えられ，それに対応して地下深部にマグマが存在してい
る（Tamura et al.，2001など）。しかしながら，約３０万年前以降は火山空白域においても火山の新規出現が
確認されている（Yamamoto，2007）。

• 一方，西南日本においては火山フロントが不明瞭であるものの，火山活動域の変動はマントルウェッジ内
へのフィリピン海プレートの潜入に関連し，中国山地および日本海側の地域に限定されてきている（Kimura 
et al.，2003など）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】
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（分冊1，図２．４－１）(第四紀火山カタログ委員会編，１９９９を編集)

日本列島周辺のプレート配置と第四紀火山の分布 （総論レポート，図３．２－９）
(第四紀火山カタログ委員会編，１９９９を編集)

日本列島における第四紀火山の時空分布（東日本）

3.サイト選定における回避の考え方（2/2）
「マグマの処分場への直撃と地表への噴出」

•日本列島における火山活動はプレートの沈み込みに由来している。プレート上面（深発地震面が相当する）
が１００ｋｍ程度より深い場所でマグマが発生する。
•このため日本列島の火山活動の場は偏在しており，今後も活動は継続すると考えられる。

•また，新規の火山活動の発生については，マグマの発生する深度において，高温となる領域の有無の確認
が必要である。さらに，マントル内のマグマ発生メカニズムに基づいた将来予測も有効と考えられる。

•このような地域を回避すれば，我が国にも火山の直撃を受けない領域は存在すると考えられる。

【NUMOの考え方】 ※2.1熱環境に関する回避の考え方と同様であるが，ここでは，マグ
マ噴出影響について説明。
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3. 隔離機能に必要な地質環境に対する影響要因
「著しい隆起・侵食作用に伴う処分場の地表への著しい接近」

• 著しい隆起と侵食作用により，処分場を設置した岩盤が地表に著しく接近する可能性が考えられる。

• この場合，人間の生活環境からの隔離機能が喪失する。また，影響範囲は，周辺地域一帯が隆起するた
め，処分場全体におよぶと考えられる。

• したがって，隆起・侵食作用が著しい地域は，サイト選定において回避する必要がある。

【影響要因の考え方】

著しい影響を与えると考えられるので
サイト選定における回避の考え方を提示

• 地質環境への影響として重要なのは，隆起・沈降・侵食が地下施設を地表へ接近させたり，地下水流動を
変化させる可能性である。

• 大規模な隆起・侵食の継続は，土被りを大きく減少させる。

• 山地で地震や豪雨などを引き金として発生する大規模な斜面崩壊は，侵食・削剥による地形変化のプロセ
スであり，直接的影響のひとつである（分冊１：2.5.3）。

• とくに著しい隆起が生じている南アルプスでは，山脈が形成された後期鮮新世以降ｋｍオーダーの著しい
削剥が生じている（末岡ほか，2011）。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】
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3. サイト選定における回避の考え方（1/2）
「著しい隆起・侵食作用に伴う処分場の地表への著しい接近」

•１０万年あたり１００ｍを越える大きな隆起速度は，主として褶曲断層山脈と逆断層地塊からなる山地や地震
隆起をする海岸で認められ，最大で１０万年あたり数百ｍに達する地域もごく一部で存在する。（分冊１：2.5.3）
•１０万年あたり数百ｍに達するような大規模な侵食は，隆起が激しい山地中心部や地震隆起海岸に限られる
ことが示唆された。（分冊１：2.5.3）。
•多くの地域の隆起・沈降運動の速さは，１０万年あたり５０ｍ程度かそれ未満であることが多い（分冊１：2.5.3
項）。

• 内陸河川流域および沿岸域について見ると，多くの地域において１０万年あたり５０ｍ以下の隆起速度であ
るものの（道家ほか，2008など），過去１０万年間の隆起量が１００ｍを超える地域（垣内ほか，2010など），
あるいは沈降が継続している地域（丹羽ほか，2009）もある。

• わが国における地殻変動の様式は，プレート運動が支配する地殻応力場に対応して大局的には安定であ
ることから（吉田・高橋，2004など），地殻変動に支配される隆起・沈降やそれに伴う侵食は，広域的で変化
が遅く，継続性のある現象であると考えられる。

• 山地・山脈では，地域のテクトニクスを反映して隆起速度が異なるものの，その違いに応じて異なる隆起・
侵食プロセスを経て，動的平衡状態に向かっている可能性が考えられる（梅田ほか，2013など）。また，山
地発達モデルに基づけば，各山地・山脈において隆起速度が一定となった（一様継続性が成立した）時期
には違いがあるものの，遅くとも１００～数十万年前以降であると推定される（安江ほか，2011など）。この
時期は，北海道北部の日本海側や関東平野などにおいて隆起・沈降の運動方向が変化し，現在と同様の
変動が開始したという地形・地質学的なデータに基づく解釈（田力・池田，2005など）とも整合する。

【第２次取りまとめの考え方】

【その後の知見】
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4. サイト選定における回避の考え方（2/2）
「著しい隆起・侵食作用に伴う処分場の地表への著しい接近」

• 著しい隆起速度は，主として褶曲山脈と逆断層地塊
からなる山地などで認められ，著しい侵食作用も，こ
のような地域で報告されている。

• 地殻変動に支配される隆起・沈降やそれに伴う侵食
は，広域的で変化が遅く，継続性のある現象である
と考えられる。

【NUMOの考え方】

最近約１０万年間の隆起速度の分布
（日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会，２０１１，凡例を見やすく改変）

第四紀火山，データなし
～0 m/1000年

0.0～0.3 m/1000年
0.3～0.6 m/1000年
0.6～0.9 m/1000年

0.9m～/1000年

• したがって，著しい隆起速度の場所を回避することで
隆起・侵食作用による隔離機能の喪失をさけること
は可能である。

• なお，沿岸部では海水準変動（海水面低下）の際の
侵食量も合わせて考慮する。
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天然現象

火山・火成活動 地震・断層活動 隆起・侵食 気候・海水準変動

閉
じ
込
め
機
能
の
喪
失

熱環境 地熱活動 ― ― ―

力学場 ― 処分深度に達する断層
のずれ

― ―

水理場 ― 断層のずれに伴う透水
性の増加

― ―

化学場
火山性熱水や深部流体

の移動・流入

断層のずれに伴う透水
性の増加

（条件による）
― ―

物理的隔離機能
の喪失

マグマの処分場への
貫入と地表への噴出

―
著しい隆起・侵食に伴
う処分場の地表への

著しい接近
―

４．著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方

著しい影響を与える事象を天然現象毎に分類して，次ページ以降にサイト選定におけ
る回避の考え方をまとめる。
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4．著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方
火山・火成活動

○著しい影響を与える事象
【閉じ込め機能の喪失につながる要因】

•地熱活動（熱環境）
•火山性熱水や深部流体の移動・流入（化学場）

【物理的隔離機能の喪失につながる要因】
マグマの処分場への直撃と地表への噴出

○サイト選定における回避の考え方
【回避対象】

•地熱活動が盛んな地域
•マグマの貫入・噴出が起こる可能性が高い地域

【回避の考え方】
•マグマの貫入・噴出，地熱活動およびそれを引き起こす火山活動や非火山性熱水活動
（深部流体も含む）は，分布は大きく変わらず，長期にわたって継続すると考えられる。

•また，新規の火山活動の発生については，マグマの発生する深度において，高温とな
る領域の有無の確認が必要である。さらに，マントル内のマグマ発生メカニズムに基づ
いた将来予測も有効と考えられる。
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4．著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方
地震・断層活動

○著しい影響を与える事象
【閉じ込め機能の喪失につながる事象】

•処分深度に達する断層のずれ（力学場）
•断層のずれに伴う透水性の増加（水理場・化学場）

【物理的隔離機能の喪失につながる事象】
•（天然バリアの物理的隔離機能を喪失する可能性は小さいと考えられる）

○サイト選定における回避の考え方
【回避対象】

•繰り返し活動し，変位の規模が大きい断層

【回避の考え方】
•断層活動は，既存の活断層帯において過去数十万年にわたり同様の活動様式で繰り返し
活動しており，十万年程度の将来も既存の活断層帯において，現在の活動様式が継続す
ると考えられる。また，力学的な影響範囲は数百ｍから数kmと考えられる。

• なお，現在認定されている活断層以外のうち，現地調査によりその存在が確認される断層
については，活動性を評価するとともに，工学的対策の実施なども含めて，対応を検討す
る。

• また，断層の活動性の評価技術については，今後も開発を進め，精度の向上に努める。
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4．著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方
隆起・侵食作用

○著しい影響を与える事象
【閉じ込め機能の喪失につながる要因】

（閉じ込め機能の喪失につながる要因はないと考えられる）

【物理的隔離機能の喪失につながる要因】
著しい隆起・侵食作用に伴う処分場の地表への著しい接近

○サイト選定における回避の考え方
【回避対象】

•隆起速度が著しく大きな地域，主として著しい隆起速度は主として褶曲山脈と逆断層地塊
からなる山地。

【回避の考え方】
•隆起・侵食作用による隔離機能の喪失をさけるために，隆起速度が著しく大きな地域を回
避する。

•なお，沿岸部を対象とする場合には海水準変動（海水面低下）の際の処分場の設置位
置・深度，侵食量も合わせて考慮する。
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4．著しい影響要因となる天然現象への対応の考え方
気候・海水準変動

○著しい影響を与える事象
【閉じ込め機能の喪失につながる要因】

（閉じ込め機能の喪失につながる要因はないと考えられる）

【物理的隔離機能の喪失につながる要因】
（単独で隔離機能の喪失につながることはないと考えられる。隆起・侵食作用の影響を
検討する際に，海水準変動に伴う侵食作用についても考慮する）

○サイト選定における回避の考え方
工学的対策による対応が可能である。
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 参考資料（その後の知見の補足）
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2.1 熱環境： その後の知見の補足（１）

「熱源の移動・発生」
○マグマの貫入，熱水の流入
 高地温勾配地域（5-10℃/100m）は，第四紀火山の分布と 極めて整合的であり，地熱活動は火山活動と密接に関連する現象であるといえる。

したがって，現在の地熱活動域は，テクトニクスが維持される限りは大きく変わらないと考えられるものの，地熱活動が未発達の新しい火山に
おいては，今後それが発達する可能性が指摘されている。以下に関連する知見を示す。
1. 高地温勾配（＞100℃/km）地域は活火山の分布と極めて整合的で，地熱活動は火山活動と密接に関連していることから，火山フロントの背弧域におけ

る 多数の熱水変質帯や鉱床の分布は，地熱活動も火山活動と同様に過去から現在にわたり偏在する地質現象であることを示唆（日本地質学会 地質
環境の長期安定性研究委員会，2011）

2. 北海道における新生代の火成活動，およびそれを背景とする熱水活動および鉱化作用は，テクトニクスと密接な関連性を持って変遷しており，現在のテ
クトニクスが変わらない限り，火山活動および熱水活動が活発な地域が将来ともに大きく移動しないことを示唆（八幡，2002）

3. 熱源としてのマグマ定置後，地殻上部に地熱系が発達するためには少なくとも1万年のオーダーが必要であり（Garg and Kassoy, 1981），活動が比較的
新しい活火山では，現在は顕著な地熱系が未発達であるものの，今後は周辺に地熱系が発達する可能性あり（産業技術総合研究所，2012）

 非火山地域においても熱水活動が存在する。そして，それらは最近になって新規に生じたということではなく，その地域に長期にわたって継続
しているものと考えられる。以下に関連する知見を示す。
1. 常磐地域，能登半島，新潟平野，紀伊半島などの非火山地帯において高温泉の湧出地域が存在（田中ほか，2004）

2. 非火山性熱水は，非火山性天水型（地球深部からの熱伝導による天水の温度上昇），非火山性海水型（地球深部からの熱伝導による海水起源地下水
の温度上昇），非火山性長期停滞水型（地球深部からの熱伝導による停滞水の水－岩石反応），非火山性深部熱水型（スラブからの脱水と地表への流
動 および水－岩石反応），断層運動誘起型（断層運動に伴う地表への移行経路の形成による断層周辺深部熱水の地表への流動）に分類（原子力安
全基盤機構，2007）

3. 第四紀火山から数十km以上離れた非火山地域において存在する50℃/km以上の高温域は，地熱活動が最近になって新規に生じたということではなく，
その地域に長期にわたって継続する地質現象と解釈（Matsumoto et al., 2003；Umeda et al., 2009；日本地質学会 地質環境の長期安定性研究委員会，
2011）

4. 紀伊半島の低温（200℃程度）の非火山性熱水活動は，フィリピン海プレートが沈み込みを開始した600万年前頃に開始した可能性が考えられ，ネオテク
トニクスの枠組みで生じている長期的な現象であることを示唆（Umeda et al., 2007；花室ほか，2008）
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2.1熱環境： その後の知見の補足（２）

「熱源の移動・発生」
○断層活動に伴う摩擦熱
 断層活動に伴う摩擦熱により断層破砕帯内部において，150～350℃程度の熱水が形成されたことなどが報告されている。また，熱的影響の範

囲は，断層 破砕帯内にとどまると考えられる 。以下に関連する知見を示す。
1. 阿寺断層では，現在の破砕帯内で現在の断層に沿って2,000万年前頃ないし第四紀以前に広い範囲で200℃には達しない加熱があったことを把握（山田

ほか，2012）
2. 野島断層の上盤側に認められる幅約50 mの断層破砕帯は，初期の断層活動期に150～280℃の熱水変質による濁沸石化および摩擦熱による溶解を

伴って形成（Boullier et al., 2004a）
3. 野島断層の上盤では，120万年前以降の地震活動の繰り返しに伴い断層面から幅約5.5 mにわたり（とくに1 m以内では顕著に），カタクレーサイトおよび

断層ガウジの水圧破砕（割れ目ネットワークの形成）および現在の地下水と同様の水質を有する流体の上昇・循環（自形炭酸塩鉱物による割れ目の充
填）が発生し（Boullier et al., 2004b），その透水性は水みちの閉塞および間隙構造の破壊により変化（Lin et al., 2007）

4. 台湾集集地震（1999年9月21日，Mw7.6）の際に，車籠埔断層の黒色断層ガウジ帯（幅十数cm）では摩擦熱により350℃以上の高温流体が発生し，その
高温流体は低透水性の断層ガウジから外部に拡散しなかったために，断層内の間隙水圧が上昇して大きな断層変位を引き起こしたと解釈（Ishikawa  et 
al.，2008）

「地表の温度」
 間氷期の最温暖期においては，現在と比較して数℃程度気温が上昇すると考えられる。以下に関連する知見を示す。

1. 北海道における最終氷期のうちの4.2～1.2万年前の年平均気温は，オホーツク海沿岸から根釧原野にかけての連続永久凍土帯の南限地域では-7℃，
十勝平野や日本海側北部の不連続永久凍土帯では-7～-3℃で，冬の寒さが厳しい気候であったと推測（三浦・平川，1995）

2. 花粉化石分析から復元された最終氷期極大期の気候は，年平均気温が現在よりも4～13℃程度低く，降水量が現在の5～7割に低下（松末ほか，2000）

3. 岐阜県瑞浪地域の内陸小盆地堆積物に花粉分析によるベストモダンアナログ法の適用を通じて，年平均気温の寒暖の差は最大で約10℃，年平均降水
量は間氷期に比べ氷期は5～7割程度に減少すると推定（佐々木ほか，2006）

4. 氷床コアのデータによれば、最後の間氷期（約12.5万年前）における極域の平均気温は、現在より3～5℃高かったとされており*, この程度の気温上昇は
300m以深の地下の温度分布に影響を与えないことがモデル計算など**で示されている。

*IPCC第4次評価報告書第1作業部会報告(2007)
** http://www.eps.s.u-tokyo.ac.jp/res-du/earth/yamano.html
**Jessop, A. M（. 1990）：Thermal Geophysics. Elsevier, Amsterdam, p306.
**http://proposal.ducr.u-tokyo.ac.jp/cgi-bin/ccr_usr/detail.cgi?num=6250
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2.2 力学場： その後の知見の補足（１）

○岩盤クリープ特性の温度依存性
• 常温と比較し，温度60℃では堆積軟岩の三軸圧縮強度はやや低下するが，変形特性の温度依存性は見られないか，わずかである（岡田，2005）。
• 泥岩のクリープ特性の温度依存性はないが，凝灰岩には依存性があり，岩種により異なる（岡田，2006）。

○断層のずれに伴う岩盤の変形
とくに大規模な活断層帯では，断層活動による力学的影響は，プロセスゾーンあるいはダメージゾーンの幅に基づくと断層から数百m程度であるものの，

数kmに及ぶ場合もある（3～8）。この影響範囲は断層の長さに比例して変化し，一般的な関係式（9）によりオーダーで推定することが可能であるなどの知
見が得られている。
1. 跡津川断層（延長69 km）および阿寺断層（延長60 km）における断層破砕帯の構造や断層岩の鉱物・化学的性状から，地下の高圧下におけるカタクレーサイトの形

成→熱水変質を伴った断層ガウジの形成→隆起および断続的な断層活動に伴う断層ガウジの発達および天水循環による変質部の拡大という断層活動による岩盤
の破断・破砕の進行履歴を確認（長友・吉田，2009；Niwa et al., 2009, 2011）

2. 断層破砕帯の幾何形状および構造は，断層面における位置（端部，中央部，隣接する断層へのステップ部），断層端部でのずれの形態，断層の成熟度によって強
く規制され，そのほか，岩相，岩盤の粘弾性，応力場なども規制要因となると考えられる（Kim et al., 2004）

3. 跡津川断層および臼木谷断層では，断層長さに比例してプロセスゾーン（断層周辺の母岩内で断層形成にかかわった領域で，その外側の母岩に比べて節理や小
断層，微小割れ目が数多く発達）の幅が増大することを確認（金折，2001）

4. 跡津川断層では，主断層上で破砕帯分布密度が最も高く，幅10 m以上の破砕帯が分布するのに対して，主断層から約500 m地点では破砕帯分布密度は1/3～1/6
以下に急減し，幅2 m超の破砕帯の分布は認められず，破砕帯は岩相境界や岩脈などの不連続面に沿った特定の場所で選択的に形成と考えられる（Niwa et al., 
2011）

5. 阿寺断層系中北部において数百m間隔で並走する小和知断層および下呂断層の不連続部では，第四系を変位させる多数の断層によって規制されたブロックや凹
地が分布することから，横ずれデュープレックス構造の形成と考えられる（安江・廣内，2002）

6. 阿寺断層では，断層活動に伴う物理的影響範囲は断層からおおよそ200 m程度，および断層運動による影響範囲と考えられるダメージゾーン（地下水流動や物質
移動に寄与する断層近傍の割れ目帯や変質部）は従来のプロセスゾーンの見積り範囲と整合することを確認（吉田ほか，2009）

7. 牛首断層（延長54 km）に付随するせん断帯は，その定向性および横ずれデュープレックスの形態から左横ずれ運動によって後期白亜紀から古第三紀末までに形
成されたと考えられ，断層ガウジや断層角礫に加えて，より深部で形成されたと考えられるカタクレーサイトから成り，幅は250～600 m程度であることを確認（大橋・
小林，2008）

8. 山口市から出雲市に至る東北東－西南西に延びる山口－出雲地震帯（全長約180 km）は，その約70％に当たる130 kmが活断層および推定活断層に沿っており，
地震学的プロセスゾーン（地震帯）の幅は2～6 kmで，地震帯の全長から見積もられた地質学的プロセスゾーンの幅とオーダーで一致することを確認（金折・遠田，
2007）

9. 断層のプロセスゾーンの幅Pと断層の長さLとの関係は一般的にP～10-2Lの関係が成り立ち（Scholz, 2002），応力集中に伴う非弾性変形が顕著な断層端部および
応力変化が著しい断層間の不連続部としてのステップ部ではその幅が大きくなる傾向があることを確認（Sibson, 2003）
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2.2 力学場： その後の知見の補足（２）

〇地震動による岩盤のひずみ
2011年東北地方太平洋沖地震のような規模の極めて大きな地震においても，地震動は地表に比べて地下深部では小さく（1），その影響が既存の地下

空洞などに損傷を与えることはないことが確認されている（2）。
1. 深度250 m以深（87地点）の強震観測網（KiK-net）観測データ（防災科学技術研究所ホームページ）から，2011年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）およびM7以上の

余震（3月11日，4月7，11日），それ以前のM7以上の地震において，深度250 m以深における地震加速度は深度に依存せず同一地点の地表での観測値に対して
1/3～1/5程度であることを確認（藤川ほか，2012）

2. 2011年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）において，岩手県の久慈国家石油備蓄基地では，深度100 m以深の岩盤タンクは地震動による損傷無し（吉田・大藤，
2012）
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3.3 水理場：その後の知見の補足（１）

○海水準変動
 過去数十万年間の海水準変動が世界各地でより精緻に把握されている。氷期には海水準が最大で１５０ｍ程度低下し，最終間氷期には，グリーンラ

ンド氷床の大幅な縮小が約５ｍに及ぶ海水準の上昇をもたらしたと推測されている。以下に関連する知見を示す。

1. これまで南極氷床の融解とされてきた，最終間氷期における海水準上昇の主たる要因は，グリーンランド氷床の融解であり，最終間氷期のグリーンランド氷床の大
幅な縮小は4～5.5 mの海水準の上昇に寄与していたと推察（Cuffey and Marshall, 2000）

2. 最終氷期におけるグリーンランドおよび南極の氷床量は何れも21,000年前に最大となったが，極域ではその後に降水量が増加したため，グリーンランドでは16,500
年前，南極では10,000年前まで氷床量が維持され，それに伴い0.4～3.7 mの付加的な海水準低下が発生（Huybrechts, 2002）

3. 北緯40°～80°の地域では，過去70万年間の氷期において，現在と比べて気温は最大17±1.8℃低下し，海水面は最大125±12 m低下（Bintanja et al., 2005）
4. バルバドス，バハマ，オーストラリア，ヒューロンにおける既存文献のデータを再検討し，MIS5a，5c，5e，6-7について，3,000～9,000年周期で海水準が6～30 m上下

変動する短周期の海水準変動を検出（Thompson and Goldstein, 2005）
5. フランス南部のリオン湾における音波探査記録およびボーリングコアデータから，氷期の最低海水準は現在よりも149±10 m（MIS12），150±9 m（MIS10），86±8 m

（MIS8），92±7 m（MIS6），102±6 m（MIS2.2）低かったと推定（Rabineau et al., 2006）
6. 播磨灘沿岸域における完新世の海水準は，8,000年前には約-3 m，約7,300年間には約-1 m，7,000～5,300年前には約+1.0～1.5 m，3,800～3,000年前には約

+0.5 m，2,700～2,100年前には約0 mであったと推定（佐藤，2008）
7. 最終氷期における海水準が現在よりも120 m低かったと仮定すると，第四紀初頭の間氷期は，完新世と同様の気候および海水準（現在と比較して+5～-15 m）で

あったが，氷期はより寒冷で，海水準は現在よりも50±20 m低かったと推測（大場，2010）
8. 大阪湾における最終氷期極大期以降の海進は，約6,000年前に最大期（海水準は標高+2.2m）を迎え，6,000～4,000年前は現在よりも高い海水面の安定期が続き，

その後，海水準はゆるやかに高低を繰り返して現在の海水準に定着（前田，2013）
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3.3 水理場：その後の知見の補足（２）

○地震に伴う地下水位の変化

 2011年東北地方太平洋沖地震では，地下水の水位や水質はわが国の広範囲にわたり変化が観測されたものの，ほとんどの観測地点において１
年以内に地震発生前の状態に回復している。以下に関連する知見を示す。

1. スマトラ地震（2004年12月26日，Mw9.0）が発生した際，震央から約5,000 km以上も離れた関東・東海・近畿地方において，地震時に最大5 m程度の地下水位の
振動および地震後に数十cm程度の地下水位の変化を観測（Kitagawa et al., 2006）

2. 2011年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）に伴い，数十cmから最大約30 mの地下水位の変化を広範囲で観測（香川ほか，2012；菊川ほか，2012；Niwa et al.，
2012；大野ほか，2012；露口ほか，2012）や，温泉の湧出量や温度などの変化（堀川，2012；板寺ほか，2011；神奈川県温泉地学研究所，2011；大塚ほか，2012；
佐々木，2012）。

3. 2011年東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）に伴う地下水位の変化は，関東・東海・近畿・四国地方の多くの観測地点で地震発生後1年以内に解消したものの，2地
点では1年以上にわたり回復傾向が継続した後，地震発生前よりも低い地下水位でほぼ安定しており，この広範囲にわたる地下水の変化は地震による岩盤の
広域的な体積ひずみ変化に起因すると解釈（産業技術総合研究所ホームページ（地震に関連する地下水観測データベース“Well Web”））

4. 岐阜県東濃地域では，2007年能登半島沖地震（Mj6.7）の際に全水頭が最大40 cm上昇し，一部の領域では約5カ月間継続，茨城県沖の地震（2008年5月8日，
Mj7.0）の際に約4カ月間にわたり全水頭が約1 m上昇し，その後緩やかに低下，駿河湾の地震（2009年8月11日，Mj6.5）の際に約20日間にわたり全水頭が数十
cm上昇し，一部の領域では最大1.5 m低下（西尾ほか，2009；竹内ほか，2010；國丸ほか，2011，2012）

5. 松代群発地震の初期に大きく変化した水質は元の状態に戻ることなく，1968年頃から現在までほぼ安定（奥澤・塚原，2001，2002）
6. 1995年兵庫県南部地震（Mj7.2）に伴い，自噴量・深部被圧地下水の静水位および微細な水温変化，自噴や地下水の温度，ガス成分の変化，化学成分の変化

の順に伝達速度が遅くなる傾向を把握（西村，1999）
7. 2000年鳥取県西部地震（Mj7.3）および2001年芸予地震（Mj6.7）では，近畿地方およびその周辺地域において地震前の地下水位変化は観測されず，その発生に

伴う地震波による短周期変動，直後のステップ状変化，その後のなだらかな変動の3種類の地下水位変化（数十cm未満）が確認され，地震直後のステップ状変
化が体積ひずみ変化と良い相関を持つことを把握（小泉ほか，2002；高橋ほか，2002）

8. 2003年十勝沖地震（Mj8.0）では，北海道内において地震発生前に地下水の上昇が観測され（太田ほか，2007；中山ほか，2011），関東・東海・近畿地方における
スパイク状の地下水位の変化（10 cm未満）および割石温泉における自噴量の増加は，地殻ひずみの影響に加えて地震動の影響によるものと解釈（佐藤ほか，
2004）

9. 2004年新潟県中越地震（Mj6.8）では，明瞭な地表地震断層が出現していないものの，再活動したと考えられる既知の活断層およびその延長上の推定伏在断層
などに沿って地下深部の高温または高塩分濃度の地下水が上昇し，地下の過剰流体圧・摩擦熱を解放した可能性を指摘（佐藤ほか，2005）

10. 2008年岩手・宮城内陸地震（Mj7.2）では，地震前に震源直上やその近傍で5℃程度の湯温上昇および余震域南端における湯量増加が認められ，傾斜計および
GPSではこれらの前兆を不検出であったことから，地震前の微小なひずみ変化が割れ目間の連結を引き起こしたと解釈（大槻，2010）

11. 地震時および地震後の地下水圧の変化について，地震に伴う地殻変動に関連た要因として，体積ひずみ変化および静的垂直変化，地震動に関連た要因として，
動的体積ひずみ変化，透水性の変化や液状化が挙げられており，どの要因が卓越するかは，地震動・地殻変動の大きさ，地質構造，地下水の被圧状態，帯水
層の弾性的性質や水門パラメータ，水理学的境界条件に依存（小泉，2013）

12. 福島県浜通りの地震（2011年4月11日，Mj7.0）により，福島県いわき市周辺で生じた地下水位の変化は，岩盤の体積ひずみ変化に起因すると考えられ（大槻，
2012），いわき市内郷地区では，2～6 L／秒程度の地下水の自噴が地震発生後2年以上にわたり継続（産業技術総合研究所ホームページ（2011年4月11日福
島県浜通りの地震（M7.0）に伴う温泉の変化））
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2.4 化学場：その後の知見の補足

化学場に最も影響を与える要因としての火山・火成活動に関する第２次取りまとめ以降の知見を以下に示す。

1. 岩手山西側の活動中心から4.5～10 kmの範囲では，深度約1,000 mの地下水圧・水位の変化や水質の大きな変動は確認されず，火道
から水平方向に5 km以上離れた深部の地下水環境は浅層より安定（馬原ほか，2000）

2. He同位体比（マグマ起源の3Heの供給量）の変動は火山の活動性を鋭敏に反映しており，岩手山の活動の中心から10 kmほど東側（海
溝側）でHe同位体比が著しく小さくなることは，この地域の地下深部ではマグマ活動の影響が非常に小さいと解釈（馬原ほか，2000）

3. 巨大カルデラ火山の地下水系への影響に関する事例研究では，カルデラから50 km遠方域の地下水にまでマグマ分離成分の影響が及
ぶものの，その影響を被る区域は新第三系基盤岩の地下構造により規制（産業技術総合研究所，2012）

4. 巨大カルデラ火山では，マグマの蓄積による地殻の変形，マグマの貫入による地殻の加熱，噴出物による地表の被覆と加熱，カルデラ
陥没による地殻の破壊が周囲の地下水環境に影響を及ぼす可能性大（産業技術総合研究所，2012）
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